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■ 図表1　大規模地震災害における死因と死者数、建物被害状況

■ 図表2　愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等 人的被害の想定死者数（冬深夜5時）

出典：阪神・淡路大震災　人的被害:「警察白書」平成7年、建物被害:平成18年5月19日消防庁確定
東日本大震災　人的被害:「警察白書」平成24年　建物被害:警察庁「東北地方太平洋沖地震の被害状況と警察措置」
熊本地震　警察庁「熊本地震に伴う被害状況と警察措置」

※端数処理のため合計が各数値の和に一致しない。 
＊1 ：早期避難率低の場合の想定。 早期避難者比率が低い場合の避難の有無、避難開始時期を設定。「すぐに避難する」を２０％、「避難はするがすぐには避難しない」を５０％、
      「切迫避難あるいは避難しない」を３０％としている。（国の設定に準拠） 
＊2 ：建物倒壊や家具転倒等により自力で脱出することが困難となったもの（自力脱出困難者）が、浸水・津波に巻き込まれることによる死者。 
＊3 ：自力脱出困難者以外のものが、浸水・津波から逃げ切れずに巻き込まれることによる死者
出典：愛知県「平成23年度～平成25年度　愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査結果」

　阪神・淡路大震災や東日本大震災、直近では熊本地震による災害等、全国において大規模地震災害

が発生しており、この地域においても、最大想定震度７の南海トラフ地震の発生が予想されています。

政府の地震調査研究推進本部によると、今後30年以内に南海トラフ地震が発生する確率は70％程度

（2016年（平成28年）１月１日時点）とされており、極めて高い確率となっています。

１ 南海トラフ地震をはじめとした自然災害

「過去地震最大モデル」による想定想定地震の区分
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被害が大きい

浸水・津波による
被害が大きい
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―

―

―

焼死 550人（10%） 145人（1％）

溺死 14,308人（91％）
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―
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――

―
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液状化危険度
極めて高い
高い
低い

極めて低い
計算対象層なし
計算対象外

計測震度
7
6強
6弱

5強
5弱

■ 図表3　震度分布「過去地震最大モデル」による想定

■ 図表4　液状化危険度分布「過去地震最大モデル」による想定

第２章 住まい・まちづくりの現状と変化

7

※危険度判定には地盤改良等の
　液状化対策効果は見込んでいない。

出典：愛知県「平成23年度～平成25年度　愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等の被害予測調査結果」

出典：愛知県「平成23年度～平成25年度　愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等の被害予測調査結果」
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■ 図表5　浸水想定域　「過去地震最大モデル」による想定

浸水深（m）

  2　  ー   5
  5　  ー 10
10　  ー 20

  1　  ー   2
  0.3  ー   1
  0.01ー   0.3

浸水深（m）

  2　  ー   5
  5　  ー 10
10　  ー 20

  1　  ー   2
  0.3  ー   1
  0.01ー   0.3

出典：愛知県「平成23年度～平成25年度　愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等の被害予測調査結果」

愛知県西部

愛知県東部



■ 図表6　本県人口の将来推計（総人口）

2 人口・世帯数の推移と将来推計

（１）人口の推移と将来推計
　わが国の人口は、2008年（平成20年）をピークに減少に転じています。一方、愛知県の人口はこれ

まで増加を続けてきましたが、今後は減少傾向に転じると推計されています。

　「愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、2060年までの愛知県の人口シミュ

レーションを２通りの出生率で行っており、前提条件は以下のようになっています。

　同総合戦略では、「ケース②を本県が活力を維持していく上での人口の目安とし、結婚、出産、子育

てに関する支援や、産業振興、雇用の場の創出等、様々な施策を講じることによって、これに近づけて

いくことが求められる。」としています。

（千人）

（年）2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

7,411
7,468 7,495 7,479 7,440

7,393
7,345

7,285
7,211

7,117
7,008

7,411
7,468 7,469

7,407
7,304

7,166

6,999

6,813

6,607

6,366

6,096

5,800

6,000

7,000

6,200

7,200

6,400

7,400

6,600

7,600

6,800

7,800

出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略

［前提条件］

出生 率

純移動率

ケース① ：

ケース② ：

以下の2つのケースを想定

本県の過去20年（1990→2010年）の平均移動率で推移すると想定

出生率が現状程度で推移する場合
⇒2020年：1.48、 2030年～：1.45～1.47

出生率が上昇する場合
⇒2030年までに1.8、 2040年に2.07に回復

※純移動率 ： 人口に占める転入転出超過数の割合

※国の長期ビジョンと同値

※国立社会保障・
　人口問題研究所の中位推計

ケース① ケース②
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■ 図表7　本県人口の将来推計（年齢3区分別）　ケース① ※（）内は高齢化率

■ 図表8　本県人口の将来推計（年齢3区分別）　ケース② ※（）内は高齢化率

出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略

（千人）

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060
0

1,000

5,000

2,000

6,000

3,000

7,000

4,000

8,000

（年）

1,066 1,045 985 914 840 807 787 759 721 678 639

4,839 4,640 4,574 4,535 4,438 4,235
3,936 3,727 3,562 3,422 3,290

1,506 1,783 1,911 1,959 2,025 2,124
2,276

2,327
2,323

2,266
2,167

（20.3％）

（35.6％）
（35.6％）

（35.2％）
（34.2％）

（32.5％）
（29.6％）（27.7％）（26.4％）（25.6％）（23.9％）

7,411 7,468 7,469 7,407 7,304 7,166 6,999
6,813 6,607

6,366
6,096

（千人）

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060
0

1,000

5,000

2,000

6,000

3,000

7,000

4,000

8,000

（年）

1,066 1,045 1,010 986 977 1,008 1,057 1,084 1,083 1,059 1,048

4,839 4,640 4,574 4,535 4,438 4,261 4,012 3,873 3,806 3,792 3,793

1,506 1,783 1,911 1,959 2,025 2,124 2,276 2,327 2,323 2,266 2,167
（20.3％）

（30.9％）（31.8％）（32.2％）（31.9％）（31.0％）（28.7％）（27.2％）（26.2％）（25.5％）（23.9％）

7,411 7,468 7,495 7,479 7,440 7,393 7,345 7,285 7,211 7,117 7,008

総人口 65歳以上 15～64歳 0～14歳

出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略

総人口 65歳以上 15～64歳 0～14歳
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出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口（平成25年3月推計）」、
　　 「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）（平成26年4月推計）」

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）（平成26年4月推計）

■ 図表9　愛知県の一般世帯数・世帯あたり人員の推移及び将来推計

（2）世帯数の推移と将来推計
　愛知県の一般世帯数は、今後もしばらく増加傾向が続き、2025年（平成37年）をピークに減少に転

じると推計されています。また、愛知県の一般世帯１世帯当たり人員は減少傾向にあり、1995年（平

成7年）には3.0人を下回り、2015年（平成27年）集計分については2.5人以下になると推計されてい

ます。

　世帯類型別では、従来「夫婦と子」の核家族世帯が最多を占めてきましたが、2010年（平成22年）

以降、単独世帯が最も多い世帯類型となっています。
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■ 図表10　愛知県の世帯類型別推移及び将来推計
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出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略
出所：厚生労働省「人口動態統計」（2014年は概数）

■ 図表11　自然増減数、合計特殊出生率の推移

（３）出生率等の推移
　愛知県の合計特殊出生率は2014年（平成26年）には1.46となり、全国（1.42）を上回っていますが、安

定的に人口を維持するためには2.07程度が必要と言われており、依然として少子化が続いている状況に

あります。

　また、人口性比は全国と比較して男性の比率が高くなっており、特に20～34歳において差が大きくなっ

ています。
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※都道府県別合計特殊出生率（2014年）
合計特殊出生率都道府県名順位

沖縄

宮崎

島根

長崎

熊本

佐賀

鹿児島

鳥取

福島
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大分

1

2

3

5

6

7

8

9

10

1.86

1.69

1.66

1.66

1.64
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1.60

1.58

1.57

1.57

合計特殊出生率都道府県名順位
愛知22 1.46

秋田

千葉
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大阪

宮城

北海道

奈良

京都

東京

38

39

40

43

44

46

47

1.34
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1.31

1.31

1.30

1.27

1.27
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1.15

全国 1.42
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1971年 
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1.89 2003年
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■ 図表12　年齢別人口性比（女性人口100人に対する男性人口）
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資料：総務省「人口推計」（平成26年10月1日現在）
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）（平成26年4月推計）」、
　　 「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（平成25年1月推計）をもとに作成

■ 図表13　高齢者世帯数（世帯主が65歳以上の世帯）の将来推計

（４）高齢者人口・世帯数の推移と将来推計
　今後も高齢化の進行が予測される中、高齢者単身・夫婦のみ世帯の増加が著しく、介護サービス利用者

も増加すると予測されます。
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1,037千世帯高齢者世帯数は
約1.3倍に

高齢単身世帯は約1.5倍に

674千世帯
（65.1%）503千世帯

（62.3%）

808千世帯

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）（平成26年4月推計）」をもとに作成

■ 図表14　愛知県の高齢者世帯数（世帯主が65歳以上の世帯）の将来推計

愛知県 全国
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116 
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３ 住宅ストックの状況

（１）ゆとりのある住環境
　愛知県は、他の大都市圏と比較して戸建て住宅の割合が高く、住戸の面積も誘導居住面積水準以

上の比率が過半を占め、ゆとりのある住戸面積を有しています。

■ 図表15　建て方別住宅数の比較 【三大都市圏・愛知県】

■ 図表16　居住面積水準の比較 【三大都市圏】
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※中京大都市圏：中心市の名古屋市と周辺市町村（愛知県・岐阜県・三重県の一部）
　関東大都市圏：中心市の東京都特別区、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市と周辺市町村（茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・山梨県・静岡県の一部）
　近畿大都市圏：中心市の大阪市、堺市、京都市、神戸市と周辺市町村（三重県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県の一部）

出典：平成25年住宅・土地統計調査
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　近畿大都市圏：中心市の大阪市、堺市、京都市、神戸市と周辺市町村（三重県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県の一部）

出典：平成25年住宅・土地統計調査
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■ 図表17　世帯数及び総住宅数（ストック数）の推移 【愛知県】

■ 図表18　所有関係別住宅ストックの推移

（２）充足する住宅ストック
　着実に増加する住宅ストックとともに、一世帯あたりの住宅数も2013年（平成25年）には過去最高の

1.14（戸／世帯）となっています。

　また、都市再生機構・公社の借家や給与住宅のストック数は2008年（平成20年）からの５年間で減少

していますが、持ち家と民営借家は1998年（平成10年）から増加を続けています。
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資料：各年の住宅・土地統計調査
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出典：各年の住宅・土地統計調査
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（３）依然として高い県営住宅ニーズ
　県営住宅の申込者は2008年（平成20年）をピークに減少傾向にあります。2010年（平成22年）以降は

全国平均よりも若干低い水準となりましたが、応募倍率は2015年（平成27年）に4.1倍程となっています。

■ 図表19　県営住宅の募集戸数と応募倍率

■ 図表20　分譲マンションのストック戸数の推移（～2013 年度）

（４）マンションの老朽化　
　分譲マンションの新規供給戸数は、1994年（平成６年）をピークに減少傾向にありますが、比較的

耐用年数の長い構造が多く、今後は築後30年以上を経過する等、老朽化したマンションが増加してい

くことが予測されます。
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※募集戸数は常時募集を除く　　出典：愛知県調べ

※1976 年以前は住宅・土地統計調査によるストック戸数、1977 年以降は建築統計年報、住宅着工統計による着工戸数
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15％～
凡　例

10～15％
5～10％
～5％
データなし

■ 図表21　空き家の類型別推移 （愛知県）

■ 図表22　市区町村別の空き家率

出典：各年の住宅・土地統計調査をもとに作成

※人口15,000 人未満の町村については、データなし
※空き家率＝空き家数／住宅総数
出典：平成25 年住宅・土地統計調査 

　住宅ストックが増加する一方で、空き家の数も年々増加しています。本県の空き家率も全国平均と比

較すると低い値ではあるものの、2013年（平成25年）には過去最高の12.3％となっています。特に、別

荘や賃貸用、売却用ではない「その他の住宅」は、2013年（平成25年）には1998年（平成10年）から約

２倍に増加しています。

　市区町村別では、６市区町で空き家率が15％を超え、空き家率の高い地域に偏りがみられます。

4 空き家の増加
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■ 図表23　部門別二酸化炭素排出量の推移

※エネルギー転換とは、輸入ないし生産されたエネルギー源をより使いやすい形態に転換する工程であり、発電、石油精製、コークス類製造、都市ガスの自家消費などが含まれる。
資料：愛知県「愛知県における温室効果ガス排出量

　全国的にみて、住宅（民生家庭）の最終エネルギー消費は増加傾向にあります。京都議定書の基準

年度である1990年度（平成2年度）と比較すると、家庭部門では39.8％の増加となっていることから、

住宅構造の改善や省エネルギー化などによる世帯当たりのエネルギー消費量の低減が急務となって

います。

　日本は、ＣＯＰ21（国連気候変動枠組条約第21回締約国会議）に基づくパリ協定を締結しており、

2030年度（平成42年度）のCO2排出量を2013年度（平成25年度）比▲26.0%とすることを表明してい

ます。また、排出量の増加している家庭部門で約39%の削減が必要であるとしています。

5 住宅におけるエネルギー消費の増加
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■ 図表24　地域別の人口増減（2010年（平成22年）を100とした場合）

6 地域の課題への対応

（１）地域別人口の推移
　2040年（平成52年）までの地域別の人口増減を見ると、最も高い人口を維持できるのは西三河地

域、次いで知多地域と尾張北東部地域になっています。一方、最も減少が大きいのは東三河地域、次

いで尾張中西部・海部地域となっています。

　市区町村別の合計特殊出生率をみると、西三河地域や尾張周辺部において、国が定める希望出生

率1.80以上の自治体がある一方で、名古屋市各区では軒並み低い値となっています。

　市町村別の高齢者人口比率は、東三河の山間部において特に高くなると予測されています。
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出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略
出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2013.3推計）
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出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略
出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2013.3推計）

■ 図表25　市町村別将来人口推計（2010年（平成22年）を100とした比較）
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年3月推計）をもとに作成

50％～凡　例 40～50％30～40％20～30％0～20％

■ 図表26　市区町村別合計特殊出生率

■ 図表27　市町村別の高齢者人口比率と将来推計
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出典：厚生労働省「2008年～2012年人口動態保健所・
　　 市区町村別統計の概況」
出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略
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（２）地域コミュニティの希薄化
　県政世論調査によると、過去１年間の地域活動への参加経験は減少傾向にあり、平成25年度調査で

は、38.8％が「参加したものはない」としており、地域のコミュニティ形成の機会が失われつつあります。

■ 図表28　地域活動の参加経験 （住まいの地域における過去１年間の仕事以外での活動）

※調査対象：県内居住の20歳以上の男女、標本数：3,000人（無作為抽出）
出典：愛知県「県政世論調査」
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活動

参加したものはない

平成25年度県政世論調査

平成21年度県政世論調査

平成17年度県政世論調査

平成13年度県政世論調査

平成9年度県政世論調査
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（３）外国人居住者の増加
　愛知県は、自動車産業を中心としたモノづくり産業が盛んであり、その担い手として多くの外国人居

住者が暮らしています。2008年（平成20年）のリーマンショックに端を発した世界同時不況の影響に

より、一時在留外国人数は減少しましたが、近年は増加傾向に戻っており、出身国籍にも変化がみられ

ます。

■ 図表29　愛知県の国籍別在留外国人数の推移

出典：2006年度まで法務大臣官房司法法制調査部編「出入国管理統計年報」、
　　 2007年度以降は法務省｢登録外国人統計｣、2012年度以降は法務省「在留外国人統計」
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出典：愛知県「リニア中央新幹線影響等調査」
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第２章 住まい・まちづくりの現状と変化

　2027年度（平成39年度）に東京―名古屋間、2045年（平成57年）に東京―大阪間の開業が予定

されているリニア中央新幹線により、愛知県は首都圏とともに「リニア大都市圏」を形成します。また、

東海道新幹線とのダブルネットワーク化によって、首都圏へ容易で確実なアクセスが可能となり、企業

活動や住民生活の様々な選択肢が拡大することが予想されます。

　愛知県の立地優位性は全国の中でも高くなり、首都圏住民を新たな観光ターゲットとして見込むこ

と、首都圏と名古屋圏間は互いに通勤圏と見込むことも可能となります。

7 リニア開業の影響

国土構造の変化
リニア開業に伴い形成される「リニア大都市圏」

現在

2027年　名古屋開業

大阪

近畿圏
名古屋圏

愛知
東京

大阪 愛知
東京

首都圏

東海道新幹線

リニア中央新幹線

■愛知県は首都圏とともに“リニア大都市圏”を形成
■愛知県と首都圏はダブルネットワークにより、容易
で確実なアクセスが可能に。交流・連携が重層的に
活発化
■国に一つしか置けない機能が立地

■愛知県を核とした名古屋圏は三大都市圏の３番目の
　大都市圏

■ 図表30　リニア開業に伴い形成される「リニア大都市圏」

第
　
章

第
　
章

第
　
章

第
　
章

第
　
章

第
　
章




